
特別免許状『検定』出願の手続き 

 
・ 特別免許状制度は、専門的な知識経験又は技能を有する社会人を学校教育に登用し、学校教育の多様化への対応やその活性化を図る

趣旨で創設されたものです。 
 
・ 特別免許状の授与に当たっては、大学における教員養成等により授与される普通免許状のように学位及び単位等の所要資格を必要と

しない一方、その専門性の検証が最も重要であるため、宮城県教育委員会では「特別免許状検定要綱」を定め、「学力及び実務に関す

る検定」・「人物の検定」・「身体の検定」を行い、特別免許状を授与することの可否を判定しています。 
 
・ 特別免許状を授与する必要がある場合は、制度の趣旨等を十分踏まえた上で、出願者を採用又は雇用しようとする者を通して、必ず

事前に宮城県教育庁教職員課育成・免許班に相談してください。 

 

Ⅰ 提出書類（電子申請により出願をする場合、様式第１１号の２及び様式第３号が省略可能） 
 

１ 

教育職員検定及び特別

免許状授与願書 

＜様式第１１号の２＞ 

・ 手数料として 宮城県収入証紙 １，７００円（検定）＋３，３００円（授与） を次のいずれかの

方法で納入してください。 

① 宮城県収入証紙による納付 

② 電子申請（オンライン決済）による納付（クレジットカード又はPayPayが利用可 ） 

 ③ セルフレジによる納付（セルフレジは本庁又は各教育事務所に設置のものに限る。） 

・ 宮城県収入証紙又はセルフレジにより手数料を納付する場合は、宮城県収入証紙又はセルフレジより

発行される「レシート（貼付用）」を願書の所定の位置に貼付して提出してください。 

※①から③の納入方法に対応できない場合は御連絡ください。 

２ 

出願者を教育職員に任

命し、又は雇用しよう

とする者の推薦書 

＜任意様式＞ 

・ 出願者を教育職員に任命し、又は雇用しようとする者が作成したものを提出してください。 

・ 推薦書には次の⑴及び⑵の事項を必ず記載してください。 

⑴ 出願者が担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能を有する者に該当すると認められる理由 

⑵ 任命者等が出願者を任命又は雇用することが学校教育の効果的な実施に必要であると認める理由等

として、次の①から④までに掲げる事項 

① 出願者を配置することにより実現しようとする教育内容 

② 出願者に対して特別免許状を授与する必要性 

③ 出願者を任命又は雇用した後に勤務校において行う研修の実施計画 

④ 出願者が担当する教科に関する学習指導要領等の共通理解のための体制 

⑶ 「９ 出願者が社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持っている者

であることを証明する推薦書」を兼ねる場合は、その内容も記載してください。 

・ 上記の各項目については、必要に応じて別紙として作成して差し支えありません。 

【注意事項】 

・ 上記③について、特別免許状所有者は、一般的に、指導計画・指導案・教材の作成、指導方法・指導

技術等に通じていないと考えられるため、勤務校等において、普通免許状所有者等が指導・支援を行う

形で特別免許状所有者の研修計画を立案し、実施するようにしてください。 

  なお、特別免許状所有者は、各教科のほか、総合的な学習の時間や道徳、特別活動（学級担任を含

む。）、生徒指導等も担当可能であることから、特別免許状所有者が、これらについても担当する場合

には、上記研修の中で、これらの内容についても扱うようにしてください。 

・ 上記④について、担当する教科に関する学習指導要領及び教科書の内容の趣旨並びに校務に関する共

通理解を図るため、特別免許状所有者に対しては、学校又は設置者において説明・支援を行うようにし

てください。 

３ 戸籍抄本 

・ 出願前３ヶ月以内のものを提出してください。 

・ 日本国籍を有しない方の場合は、国籍・氏名・性別・生年月日が確認できる住民票抄本で代えること

ができます。 

４ 
履歴書 

＜様式第３号＞ 

・ 業務欄が不足する場合は、様式第３号の２を使用してください。 

・ 学校教育法第１条に定める高等学校を卒業していない者については、高等学校卒業と同等以上の資格

があることを確認する必要があるため、「学歴欄」は小学校入学から記入してください。 

５ 
身体に関する証明書 

＜様式第１０号＞ 

・ 医療機関において受診してください。 

・ 再検査・精密検査又は治療等を要する検査項目がある場合は、再検査・精密検査の受診状況・検査結

果等又は治療等の状況が確認できる資料も併せて提出してください。 
 



６ 
人物に関する証明書 

＜様式第１１号＞ 

・ 証明者が厳封したものを提出してください（開封したものは無効です。）。 

・ 所轄庁等（証明責任者）は証明を受ける学校等の種類に応じて次のとおりです。 

 大学附置の国立学校等 大学の学長  

 公立の学校等 学校等を所管する教育委員会  

 私立の学校等 学校等を設置する学校法人  

 法人等 法人等の代表者  

 ※ 宮城県立学校の場合は、所轄庁等（証明責任者）欄は記入不要です。 
 
・ 現に学校等に勤務していない場合は、出願の直前に勤務していた学校等の所轄庁等が証明するものを

提出してください。 

７ 
基礎資格等を証明する

書類 

・ 基礎資格を証明する書類として大学又は高等学校（学校教育法第１条に定める学校に限ります。）の

卒業証明書及び成績証明書を提出してください。 

・ 担当する教科に関係のある学校等を卒業等している場合は、当該教科に関する専門的な知識又は技能

を証明する書類として、当該学校等の卒業等証明書及び成績証明書を提出してください。 

・ 卒業等した学校が外国の学校である場合は、当該学校の卒業証明書及び成績証明書の原本のほかに当

該卒業証明書及び成績証明書を和訳した資料を提出してください。また、卒業証明書及び成績証明書記

載の氏名と住民票抄本記載の氏名が異なる場合は、同一人物であることを確認できる資料を併せて提出

してください。 

・ 学校教育法第１条に定める高等学校を卒業していない者については、高等学校卒業と同等以上の資格

があることを確認するために追加で資料の提出を求める場合があります。 

８ 

担当する教科に関する

専門的な知識経験又は

技能を有することを証

明する書類 

＜任意様式＞ 

 

左記⑴～⑶のいずれか

により書類を提出して

ください（複数可）。 

⑴ 学校教育法第１条に規定する学校又は次に掲げる教育施設における取得しようとする特別免許状の教

科に関する授業に携わった経験（最低１学期間以上にわたるものに限る。） 

① 平成３年文部省告示第９１号又は第１２０号により指定又は認定された在外教育施設 

② 日本国内にある教育施設であって、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に対応する外国の課程と

同等の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられたもの 

③ 日本国内にある教育施設であって、その教育活動等について、次に掲げる団体の認定を受けたもの 

イ アメリカ合衆国カリフォルニア州に主たる事務所が所在する団体であるウェスタン・アソシエー

ション・オブ・スクールズ・アンド・カレッジズ（略称ＷＡＳＣ） 

ロ アメリカ合衆国コロラド州に主たる事務所が所在する団体であるアソシエーション・オブ・クリ

スチャン・スクールズ・インターナショナル（略称ＡＣＳＩ） 

ハ アメリカ合衆国ジョージア州に主たる事務所が所在する団体であるコグニア 

ニ アメリカ合衆国マサチューセッツ州に主たる事務所が所在する団体であるニュー・イングラン

ド・アソシエーション・オブ・スクールズ・アンド・カレッジズ（通称ＮＥＡＳＣ） 

ホ オランダ王国南ホラント州に主たる事務所が所在する団体であるカウンセル・オブ・インターナ

ショナル・スクールズ（略称ＣＩＳ） 

ヘ スイス連邦ジュネーブ市に主たる事務所が所在する団体であるスイス民法典に基づく財団法人で

ある国際バカロレア事務局（略称ＩＢＯ） 

・ 上記の経験について、当該学校等に係る在職期間、勤務時間の合計、職名、業務内容、勤務の状況等

を詳細に記載した書類を作成し、当該学校等の所轄庁等の証明を受けたものを提出してください。 

・ 既存の資料等を用いる場合は、別紙として添付して差し支えありません。 

⑵ 公益を目的とする法人（社団法人、財団法人、特定非営利活動法人等）、営利事業を営むことを目的

とする法人その他の法人、外国にある教育施設等における取得しようとする特別免許状の教科に関する

専門分野に関する勤務経験等（概ね３年以上のものに限る。） 

 

・ 上記の経験について、当該法人等に係る在職期間、職名、業務内容、勤務の状況等を詳細に記載した

書類を作成し、当該法人等の代表者の証明を受けたものを提出してください。 

・ 既存の資料等を用いる場合は、別紙として添付して差し支えありません。 

⑶ 公的資格、各種競技会、展覧会等における受賞歴、出願者の著作物、作品等、上記⑴、⑵以外の実務

経験その他取得しようとする特別免許状の教科に関する事項 

 

・ 上記の各要件を証明する書類等として、次の①から⑤に掲げるものを提出してください。 

① 有している公的資格に係る免許証等の写し 

② 各種競技会、展覧会等の内容が確認できる資料、各種競技会、展覧会等に参加し、受賞したことが

確認できる資料 

③ 出願者の著作物、論文等の紙面掲載資料、作品等 

④ 上記⑴、⑵以外の実務経験について、在職期間、職名、業務内容、勤務の状況等を詳細に記載した

書類で、当該実務経験を積んだ所属の所轄庁等の証明を受けたもの 

⑤ その他教科に関する事項について提出を希望する資料等 

 
 



９ 

出願者が社会的信望が

あり、かつ、教員の職

務を行うのに必要な熱

意と識見を持っている

者であることを証明す

る推薦書 

＜任意様式＞ 

・ 「出願者が社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持っている者である

こと」を客観的に評価できる者が作成した推薦書を、上記２の「出願者を教育職員に任命し、又は雇用

しようとする者の推薦書」を含め２通以上提出してください。 

・ 出願者の勤務予定校以外の日本の学校における実務経験や学校外の活動における児童生徒への学習活

動の支援実績を有する場合は、原則として当該学校の設置者等が作成した推薦書を含めてください。 

・ 証明者が厳封したものを提出してください（開封したものは無効です。）。 

10 
出願理由書 

＜任意様式＞ 

・ 出願者本人が作成したものを提出してください。 

・ 出願理由書は、出願者本人が「教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持っている者であること」

を確認するための書類となりますので、教員の職務を行うに当たっての心構え、教員となることで実現

したい教育内容等を具体的に記載してください。 

11 
その他宮城県教育委員

会が必要と認める書類 

・ 出願する特別免許状の種類又は教科等により、必要に応じて上記以外の書類の提出を求めることがあ

ります。 

※ 上記の各提出書類は、外国の学校等が発行する証明書を除き、すべて日本語で作成してください。 

※ 複数の免許状を出願する場合でも、出願する免許状ごとに上記の書類をそれぞれ全てそろえてください。 

  ただし、３、４及び５については２通目からは写しで差し支えありません。 

 
Ⅱ 提出方法等 
・ 電子申請サービスを利用して出願手続きを行う場合は、申請の最後に表示される、「入力内容を印刷する」より申請内容を印刷し、 

「Ⅰ提出書類」に示す書類と一緒に提出してください。提出書類の中には発行に時間がかかるものもございますので必要な書類を全て
揃えてから、電子申請をしてください。 

・ 採用又は雇用しようとする者の別により、下記のとおり提出してください。 

・ 免許状は下記と逆の流れで送付されます。 

宮城県教育委員会 出願者 → 宮城県教育委員会 

仙台市教育委員会 出願者 → 仙台市教育委員会 → 宮城県教育委員会 

石巻市教育委員会 出願者 → 石巻市教育委員会 → 宮城県教育委員会 

国立大学法人宮城教育大学 出願者 → 学長 → 宮城県教育委員会 

宮城県内に学校を設置する学校法人 出願者 → 理事長 → 宮城県教育委員会 

 

Ⅲ 面接方法等 
 

・ 教育職員検定において、出願者が合格基準を満たしていると判断したときは、当該出願者を教育職員検定に合格させることの妥当性

について、学校教育に関し学識経験を有する者等が出願者に対して面接を行い、その意見を聴くこととしています。ただし、出願者が

特別免許状を現に有し、当該特別免許状に係る教科と同一の教科又は同等の教科として別表に定める教科についての特別免許状の授与

を受けようとする場合における意見聴取の方法については、書面の確認によることとします。 

・ 面接は、提出書類を審査した結果、教育職員検定の合格基準を満たしていると判断した者に対してのみ行い、面接の日時及び場所等

については、該当者に対して別途お知らせします。 

・ 面接は日本語で行います（通訳等の同席は認めません。）。 

・ 面接を受けない場合は、特別免許状の授与は行いません。 

 
Ⅳ 出願受付期間・免許状交付日等 
 

受 付 期 間 

第Ⅰ期 

７月１日～７月２５日 

第Ⅱ期 

１月４日～１月２５日 

締 切 日 ７月２５日 １月２５日 

授 与 日 １０月１日付け ３月３１日付け 

※ 特別免許状に関する相談は随時行いますのでお問い合わせください。 

※ 上記の受付期間及び締切日によることができない特別の事情等がある場合は別途ご相談ください。 

 
Ⅴ 問合せ先 

〒９８０－８４２３ 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号（宮城県庁１６階） 

             宮城県教育庁教職員課育成・免許班  電話：０２２－２１１－３６３９ 


